
『平成１８年度施策実施状況調書』

目標値 15年度 16年度

毎月把握 12,518 13,090

毎四半期
把握

毎年把握

毎年１回
以上

１回 １回

毎年把握 - 18,060,000

事業名 16年度

項目

項目

電気通信事業の競争状況をより迅速に把握すべく、電気通信事業報告規則の改正を行い、ブロード
バンドサービス等の契約数の報告期限等の見直しを行った。

電気通
信事業
法令の
整備、競
争評価
の実施

概　　　　　　　　　　要

事業者
等への
ヒアリン
グ・周
知、国際
会議等

電気通信分野に関するシンポジウム、競争評価に関するカンファレンス、電気通信事業者への説明
会、電気通信事業者との意見交換により事業者等へのヒアリング・周知等を行うとともに、二国間協議
等の場で競争評価に関する意見交換を行った。

施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

制度の企画･
運用を主とす
るもの

ウェッブ上で電気通信サービスに関す
る料金・契約者数やトラヒック情報等を
公開

45百万円23百万円

予算執行を
主とするもの

17年度

ブロードバンド契約数等の推
移

今後の
電気通
信分野
における
競争の
在り方に
ついて
の調査
研究

15年度

電気通
信サー
ビスに関
する電
子情報
公開シ
ステム
の維持・
運用

概　　　　要

15百万円 24百万円

毎年度
電気通信サービスの料金の
低廉化の状況

別紙１参照

別紙２参照

担当部局名

電気通信事業者数の推移

主な指標等 目標年度

施策名

施策の概要

主な指標の状況

　電気通信事業における競争環境の整備は、公正な競争が行える環境を整備することにより、電気
通信の健全な発達を促進し、高品質で低廉なサービスが市場で提供されることに資するものである。
本施策は、結果の政策への反映を前提とした競争評価の実施等や、電気通信サービスに関する料
金・契約数を公表するなどし、公正な競争環境の整備を図っていくものである。
　本施策の政策効果を把握する手法として、電気通信事業者数の推移、ブロードバンド契約者数等
の推移、電気通信サービスの料金の低廉化の状況、アクセス手段の多様化を把握することで施策の
有効性・効率性を検証する。

総合通信基盤局電
気通信事業部事業
政策課、料金サー
ビス課、データ通信
課、電気通信技術
システム課番号企
画室

17年度

13,774

(施策37)　電気通信事業における競争環境の整備

毎年度

毎年度

　※なお、平成17年度政策体系表に掲載していた指標「電気通信事業の市場規模」については、数値算出に当
たり事業者からの報告が必要であるところ、制度改正により平成16年度分から一部の事業者を除き報告義務が
なくなったことにより正確な数値の算出が不可能になったため、削除しているものである。

 26百万円

23百万円

概　　　　　　　　　　要

電気通信事業における更なる公正競
争を促進するための環境の整備を図
る取組みを実施する上で、市場の急
速な変化に対応するための電気通信
サービスの競争状況について競争評
価を実施中（平成１７年度：固定電話
中心）

毎年度競争評価の実施状況 １回

IP電話の指定数 毎年度 ※H18.10頃公表予定

情報提供等
を主とするも
の､その他

　(業務改善への取組状況）

　競争環境の整備に資するため、「競争評価勉強会」を開催し、競争評価手法に関し専門家からの意見を参考に、評価手法につ
いて充実させていくこととした。また、競争評価は事実関係の正確な把握と認識の共有を目指しており、そのために積極的に意見
公募の手続きを利用した。
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予 制 事
　大幅な規制緩和を実施した電気通信市場においては、競争状況を定期的に把握し、適切
な分析・評価を行い、必要に応じて市場メカニズムを補完する適切な方策を講じていくこと
が求められている。

本施策に関する
専門家の意見等

制 事

本施策に関する
課題等の状況

制 事予

　事業者間の競争の一層の進展によりインターネット環境が急速に変化してきていることか
ら、電気通信サービスの料金・接続料等に関する状況を適切に把握・検討し、制度を含め
今後の政策に適正に反映していくとともに、国民が電気通信サービスを適切に選択できる
ようにするため、継続して情報を提供していく必要がある。

　ブロードバンド化等の進展によりインターネット環境が急速に変化しており、電気通信市場
の動向把握・分析のほか、技術的・制度的環境整備を推進するための調査・検討等が不可
欠であることから、引き続き、調査の実施、学識経験者等からなる研究会の開催等を進め
ていく必要がある。

IP電話の本格的普及期にさしかかり、従来の電話等のサービス概念を超えた新たなサービ
ス形態も次々に提案されることが予想され、利用者のニーズや番号の果たす役割について
も変化していく可能性がある。このため、番号の利用動向や利用者意識の調査等を実施す
る必要がある。

本施策に関する
主な資料

①平成18年3月の公開カンファレンスにおいて、京都大学大学院経済学研究科依田高典助教授、京都大学大学
院法学研究科川濵昇教授、政策分析ネットワーク副代表・関西大学大学院ソシオネットサーク戦略研究センター
長鵜飼康東等氏から、固定電話の市場画定に関し、移動体通信や０５０IP電話との関係について意見が出され
た。
②平成18年3月に公表した平成17年度電気通信事業分野の競争評価「固定電話領域における市場画定」をす
るにあたり、京都大学依田高典研究室の協力を得て、離散選択分析とよばれる計量分析により自己価格弾力
性の推計を行った。

（社）電気通信事業者協会(http://www.tca.or.jp)及び各電気通信事業者が公表している資料。

予

予

制 事



別紙１ ブロードバンド契約数等の推移

加入数 1月当たりの

平均純増数

注）２００４年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計。
（２００４年６月の数値は当該変更の影響により、直近のトレンドと比べ大きくなっている。）

◆ ブロードバンド（※）の数は２００５年１２月末時点で約２,２３７万。 ※ ＦＴＴＨ＋ＤＳＬ＋ＣＡＴＶ＋FWA

◆ ＤＳＬアクセスサービスは加入数の大半を占めるが、純増数では2002年末がピーク。
◆ 2000年12月より提供が開始された光アクセスサービスは順調に加入数が増加。2005年３月末には、純増数で
ＤＳＬアクセスサービスを上回り、同年６月末にはＣＡＴＶアクセスサービスの加入数を上回る。

【月間純増数】【加入数】
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別紙２ 電気通信サービスの料金の低廉化の状況

①市外通話（東京－大阪間）①市外通話（東京－大阪間） ②市内通話②市内通話

③国際通話（日米間）③国際通話（日米間） ④携帯電話（800MHzデジタル方式） （NTTドコモの場合）④携帯電話（800MHzデジタル方式） （NTTドコモの場合）

（平日昼間３分間、税抜き額） （平日昼間３分間、税抜き額）

NTT：S51.11.17～ QTNet:H11.4.1～

ＮＴＴ東：H13.1.10～

H13.5.1～ ﾒﾃﾞｨｱ:H14.1.30～

（平日昼間３分間）
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